
霧島市条例第１３号 

平成３０年１月１２日  

霧島市企業立地の促進等による地域における固定資産税の特別措置に関する条例及び霧

島市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第10条

第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

                    霧島市長 中重 真一  

霧島市企業立地の促進等による地域における固定資産税の特別措置に関する条例及

び霧島市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律第10条第１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例 

 （霧島市企業立地の促進等による地域における固定資産税の特別措置に関する条例の一

部改正） 

第１条 霧島市企業立地の促進等による地域における固定資産税の特別措置に関する条例

（平成20年霧島市条例第31号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

    霧島市地域経済牽引事業の促進による地域における固定資産税の特別措置に関す

る条例 

第１条中「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律（平成19年法律第40号」を「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律（平成19年法律第40号」に、「企業立地」を「法第２条第１項に規定

する地域経済牽引事業」に改める。 

第２条中「法第９条第１項で定める同意集積区域内」を「法第４条第２項第１号で定

める促進区域」に、「法第５条第５項」を「法第４条第６項」に、「産業集積の形成又

は産業集積の活性化に関する基本的な計画」を「地域経済牽引事業の促進に関する基本

的な計画」に、「法第15条第２項に規定する承認企業立地計画」を「法第13条第４項に

よる鹿児島県知事の承認を受けた地域経済牽引事業計画」に、「企業立地の促進等によ

る地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第20条の地方公共団体等を定め

る省令（平成19年総務省令第94号」を「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律第25条の地方公共団体等を定める省令（平成19年総務省令第94



号」に、「第３条」を「第２条」に改め、「（指定集積業種であって省令第４条で定め

るものに属する事業を行う者に限る。）」を削る。 

第６条第１号中「企業立地計画」を「地域経済牽引事業計画」に改める。 

 （霧島市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

第10条１項の規定に基づく準則を定める条例の一部改正） 

第２条 霧島市企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律第10条１項の規定に基づく準則を定める条例（平成20年霧島市条例第32号）の一部

を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

    霧島市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例 

第１条中「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律（平成19年法律第40号）第10条第１項」を「地域経済牽引事業の促進による地域の

成長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第40号）第９条第１項」に改める。 

第２条中「緑地面積率等に関する同意企業立地重点促進区域についての区域の区分ご

との基準（平成19年財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第

２号）」を「緑地面積率等に関する工場立地特例対象区域についての区域の区分ごとの

基準（平成19年財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第２

号）」に改める。 

第３条の表中 

  「 

野口地区工場用地 

山下地区工場用地 

内地区工場用地 

真孝地区工場用地 

国分上小川工業団地

」を 

  「 

野口工業団地 

山下工業団地 

内工業団地 

真孝工業団地 

国分上小川工業団地 

川内工業団地 

清水工業団地 

」に、 

「上ノ地区工場用地」を「上ノ工業団地」に改める。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（霧島市税条例の一部改正） 

２ 霧島市税条例（平成17年霧島市条例第71号）の一部を次のように改正する。 

  第70条の３第３号中「霧島市企業立地の促進等による地域における固定資産税の特別

措置に関する条例」を「霧島市地域経済牽引事業の促進による地域における固定資産税

の特別措置に関する条例」に改める。 


